
 

 

栃木市監査委員告示第１６号  

 

地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定による工事監査を実施したので、

同条第９項の規定によりその結果を次のとおり公表いたします。 

 

           平成２７年１２月２２日 

 

 

                   栃木市監査委員  藤 沼 康 雄 

 

 

                   栃木市監査委員  千 葉 正 弘 

 

 

記 

１．監査の種類        地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定による 

監査（工事監査） 

 

２．監査の期日        平成２７年１１月１１日 

 

３．監査の対象        つがの里体験交流館建設工事（建築工事） 

 

４．監査の方法       

    工事が、適正かつ能率的に行われたかどうかを工事関係書類等に基づき、技術

的な面から監査した。 

なお、技術的な調査は、ＮＰＯ法人 建設技術監査センターの協力を得て実施

し、関係者から工事概要等の説明を受けた後、工事関係書類等の提出を求め、工

事の管理状況等を実査した。その後、建築現場の確認を行った。 

 

５．監査にあたった技術士 

    （ＮＰＯ法人）建設技術監査センター 

技術士（建設部門）、一級建築士 成岡 茂 

      技術士（建設部門） 第４９９５９号登録 

 

６．監査の結果       

    次のとおり       

  



 

 

平成２７年１２月１５日 

 

 

 

 

 

工事技術調査業務報告書 

 

 

 

監査対象工事名 

 

つがの里体験交流館建設工事 

  

 

 

 

調査実施日：平成２７年１１月１１日（水） 

  

特定非営利活動法人 建設技術監査センター 

理事長  五 艘 章 
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はじめに 

本報告書は、平成２７年１１月１１日に行われた、つがの里体験交流館建設

工事に係る工事技術調査業務の結果について取りまとめたものである。 

本工事の概要と調査実施要領について述べた後、調査結果と所見を述べる。 

調査は建築を専門とする審査員（技術士）が専門技術者の立場と市民の目線

を重視して実施した。 

 

 

 

Ⅰ．工事技術調査業務の概要 

 

１．対象工事名称 

  つがの里体験交流館建設工事（建築工事） 

 

２．調査実施日  

本監査実施日 平成２７年１１月１１日（水） 

〔事前調査実施日：平成２７年１０月７日（水）〕 

 

３．調査会場 

つがの里体験交流館作業室及び多目的室 

 

４．調査立会者 

監査委員  代表監査委員    藤沼 康雄 

          監査委員    千葉 正弘 

監査委員事務局 事務局長    萩原  弘 

          次  長    宮脇 康子 

          副主幹     青木 玲子 

         （監査ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ） 

          副主幹     中田 一子 

         

５．業務実施技術士 

特定非営利活動法人 建設技術監査センター 

主調査員   成岡 茂  技術士 (建設部門)、一級建築士、

建築基準適合判定資格者 

 

 

 



 

2 

 

６．出席者 

（１）市出席職員一覧 

所 属 役 職 名 氏 名 

都賀総合支所 

都賀総合支所長 青木 康弘 

都市建設課長 坂田 知司 

係長 三室 哲也 

総務部 

（午前のみ出席） 

契約検査課長 榎本 佳和 

課長補佐（契約ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ） 木村 浩二 

主査 高森 康弘 

建設水道部 
河川緑地課 課長補佐 

（公園緑地ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ） 
芳野 英明 

（２）事業者出席者一覧 

ア．設計者 

会社名 役職名 氏 名 備  考 

㈱アルマット 
代表取締役 田村 昌昭 

主任技術者、一級建築士 

設備設計一級建築士 

一級建築施工管理技士 

専務取締役 高山 光浩 二級建築士 

イ．施工者 

会社名 役職名 氏 名 備  考 

㈱ワタナベ土木 

代表取締役 渡邊 秀夫  

 芳野 唯男 

現場代理人 

主任監理技術者 

一級建築士 

一級建築施工管理技士 

 高村 裕司 

一級建築士 

一級建築施工管理技士 

一級土木施工管理技士 

 

７．工事概要 

（１）工事名称 つがの里体験交流館建設工事（建築工事） 

（２）工事場所 栃木県栃木市都賀町木地内 

（３）地域地区 市街化調整区域 用途地域指定なし 

        一号都賀町聖地公園 

        建ぺい率６０％、容積率２００％ 
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（４）設計委託受注者 株式会社アルマット 

（５）工事監理 直営 

（６）工事受注者と契約金額（税込） 

                               （単位：円） 

工事種別 請負会社 当初契約金額 変更契約金額 増減額 

建築工事 株式会社ワタナベ土木 70,200,000 74,109,600 3,909,600 

電気設備工事 小松電気株式会社 17,776,800 16,772,400 -1,004,400 

機械設備工事 渡邉工業株式会社 20,574,000 18,738,000 -1,836,000 

合  計 108,550,800 109,620,000 1,069,200 

（７）工 期 

平成２６年７月２９日から平成２７年２月２７日まで 

（８）工事内容 

ア．全体敷地面積 ２１，２６９.７４㎡ 

イ．体験交流館建築概要 

木造平屋建て 建築面積４０２.０４㎡ 延面積３４４.４８㎡ 

諸室：作業室、多目的室、陶芸窯置場、倉庫、トイレ、ウッドデッキ 

（９）監督員      

項  目 所 属 ・ 氏 名 備 考 

工事監理 栃木市役所都賀総合支所都市建設課（直営）  

工事担当部署 栃木市役所都賀総合支所都市建設課  

監督員氏名 

総括監督員 荒井 康至（工事監理者）  

主任監督員 芳野 英明 

監 督 員 三室 哲也 

一級建築士 

一級建築士 
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Ⅱ．工事技術調査業務の実施要領 

工事技術調査は、栃木市監査委員及び監査委員事務局の立会いの下、審査員

（技術士）と工事関係者（発注者及び受注者）との聞取り調査・質疑応答及び

完成建物の現場確認により行った。 

調査内容は下記の２項目である。 

○計画、設計、積算、契約、施工等が適正かつ効率的に行われているか否

か、及び工事の監理状況の確認 

○工事関係者との聞取り調査、工事関係書類及び工事施工状況の確認 

 

１．調査基本方針 

（１）栃木市の「仕様書（工事技術調査依頼事項）」に基づき、技術面における

調査を行い、設計・施工に関する調査結果及び意見具申についての報告を行

う。 

（２）調査に際して、工事関係者との聞取り調査や工事関係書類及び工事施工状

況を確認し、工事における計画、設計、積算、契約、施工等が適切であるか

否かを調査する。また、最近、社会的問題になっている防災・安全・環境管

理についても調査を行う。 

（３）事前に示された資料を基に審査員（技術士）が質問書を作成し、工事関係

者からの回答を確認しながら工事技術調査を進めた。 

 

２．調査内容 

工事技術調査の具体的内容は以下のとおりである。 

（１）計画  基本計画、工事概要、計画留意事項、工期の設定、関係者との協

議内容、バリアフリーの対応等 

（２）設計  適用する設計基準の書類名、特記仕様書及び設計図書、構造計算、

地質調査報告等 

（３）積算  適用積算基準の書類名、工事の積算・見積、ＶＥ提案 

（４）契約  工事・設計の請負契約、業者選定資料、落札率等 

（５）施工・監理  諸官庁への届出、施工計画、作業手順、施工体制台帳、施

工図、下請通知、安全衛生管理体制書類、関連工事との連

絡調整、工事監理記録、記録写真、日報等 

（６）検査・試験  材料検査・試験等 

（７）環境保全   設計・施工時の環境保全対策（騒音・振動、廃棄物処理、

有害物質等） 
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３．主な調査資料名 

（１）計画概要 

（２）発注仕様書 

（３）設計図書一式（設計図、特記仕様書）  

（４）構造計算書 

（５）地質調査報告書 

（６）契約関係書類 

（７）積算関係書類 

（８）工事工程表 

（９）施工計画書（総合施工、仮設、工種別） 

（10）施工体制台帳（施工体系図） 

（11）定例打合せ会議記録 

（12）安全管理書類（統括安全衛生管理組織表、安全管理計画書、安全協議会記

録、安全巡回点検表等） 

（13）品質管理簿 

（14）試験･検査記録 

（15）産業廃棄物関係書類 

（16）月報、日報、工事記録写真等 

 

４．技術調査進行状況 

場所：つがの里体験交流館 

日時：平成２７年１１月１１日（水） 

      １０：００～１２：００  出席者紹介、工事概要説明、書類審査 

     １３：００～１４：００   書類審査 

     １４：００～１４：４０  完成建物調査 

     １４：４０～１５：００  所見・講評 
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Ⅲ．工事技術調査業務の実施結果 

  

１．計 画 

（１）本工事の敷地となる都賀町聖地公園の都市計画決定の経緯、都市計画の位

置付け等及び立地場所周辺の施設等について 

ア．都市計画決定の経緯、都市計画の位置付け等 

都賀町聖地公園は、栃木市都賀町中心部より西に約３.０km の良好

な自然環境を有した静寂な地域に位置している。合併前の都賀町は、

墓地計画を昭和６０年度に策定した「町振興計画」に組み入れ、町営

墓地を建設する方針を固めた。 

当初の都市計画区域（面積約１０.６ha）は、昭和６３年１月５日

に都市計画決定された。しかし、その後、決定時の墓地需要予測に対

し、提供可能墓所が残りわずかになってきた。近年の核家族化の進展

等に伴い墓地需要は増加しており、今後の墓地需要に適正に対応でき

ない問題に直面した。本地区は、「つがの里」の愛称で親しまれ、観

光レクリエーション場として、四季を通じて花に親しめるやすらぎの

空間として多くの観光客が市内外からも来園し、観光地として市のシ

ンボルになっている。 

このような状況から、計画決定後２０年が経過し、既存施設と自然

景観を有効に活用し、誰もが豊かな自然環境の中で心身の安らぎが得

られるような公園的な機能を備えることが要請されるようになった。

このため、社会経済情勢の変化も踏まえ、都市計画の見直しをするこ

ととした。 

具体的には、都賀町聖地公園区域を南側へ拡大（約２.１ha）する

こととし、栃木県に都市計画事業認可変更申請を提出し（平成２２年

３月１９日付）、同３月２６日に事業認可を受けた。事業施行期間は、

平成２２年３月２６日から平成２７年３月３１日とした。なお、都賀

町と栃木市の合併は、平成２２年３月２９日であり、これらの諸手続

きは合併直前の時期となっている。 

当該地は、日光を開山した勝道上人が生まれ育ったとされる華厳寺

跡ということで、花と歴史ロマンの公園として市民憩いの空間となっ

ている。 

イ．立地場所周辺の施設等 

立地場所周辺施設として、園内には、聖地公園、ふるさとセンター、

ファミリーパークプラザ（バーベキュー広場）、コンビネーション遊

具、ふれあいの森、野鳥の森などがある。 

公園エリアの面積は１９.６ha、ふれあいの森等自然林を含めると

２７．３ha という広大な公園となっている。 
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（２）当該敷地の従前の土地利用及び開発行為等の手続きについて 

従前の土地利用としては、民間の病院があったが旧都賀町時代に土地を買

い上げ既存建築を解体し更地にしてあった。 

当該事業は都市計画施設「一号都賀町聖地公園」として位置づけられてい

たことから、都市計画法第２９条の開発行為については適用除外であり知事

の認可を受けて施工している。なお、開発に伴う雨水調整池を設置している。 

（３）総合計画における本事業の位置付けについて 

本事業については、栃木市総合計画基本構想（平成２５年度から平成３４

年度）を踏まえた基本計画（平成２５年度から平成２９年度）において、都

賀地域のまちづくりの課題として「つがの里周辺地整備」が掲げられ、つが

の里を中心とした観光施設の充実を図るとともに各種イベントの開催による

集客力の向上に努めることを目指している。 

具体的施策としては、「つがの里公園事業費（赤津地区）」を主要事業とし、

つがの里の公園拡充を実現するために本事業もその計画の一部を担うものと

して実施している。 

（４）本施設の使用目的及び具体的に想定している利用予定者及び管理者につい

て 

ア．想定している利用予定者 

体験交流館は、つがの里山ふれあい塾や各種サークル活動、ウッド

デッキを活用した音楽演奏、陶芸教室、植込みを利用してのガーデニ

ング教室等利活用を促進し地域活性化に寄与することを目的としてい

る。利用予定者については、地元はもちろん市内外の利用者を想定し

ている。 

イ．管理者 

管理者は、都市建設課長及びふるさとセンター所長（嘱託員）が、

つがの里園内（全体）の施設管理等の業務をしている。 

ウ．年間行事計画 

３月下旬から５月連休まで花彩祭、６月下旬から７月初旬にかけて

ハス祭り、９月下旬には、秋の新そば祭りを計画している。その他、

各種イベントを企画している。 

（５）本事業の建設の経過（基本・実施設計、予算化等）について 

市町村合併前（旧都賀町）、平成２０年１２月に、都賀町聖地公園基本計

画及び基本設計業務委託として、委託費として８,９００千円を政策財務課

に予算要求し、１月に要求額どおりの内示を受け予算化した。 

平成２１年８月には、都市計画墓園事業の認可を受ける基本設計等の資料

作成をするのに、つがの里（都賀町聖地公園）都市決定業務及び基本計画基

本設計作成等業務委託として設計業者（受注者・株式会社パスコ・契約金額

８,４００,０００円）に業務委託をした。 
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平成２４年１０月に、体験交流館建設に伴う実施設計として、設計業務委

託費として財政課に４,５００千円を予算要求し、１２月に要求額どおりの

内示を受け予算化した。平成２５年には、体験交流館設計業務委託として設

計業者（受注者・株式会社アルマット・契約金額３,８８５,０００円）に委

託した。設計・図面作成完了後、平成２５年１０月に、体験交流館建設に伴

う予算（公園施設整備工事費）として１４９,５００千円を予算要求し、 

１２月に財政課から要求額どおり内示を受け予算化した。平成２６年には、

体験交流館建設工事を実施した。 

（６）本事業における国庫補助金の概要について 

社会資本整備総合交付金（都市再生整備計画事業）は、市町村等が行う地

域の歴史・文化・自然環境等の特色を活かした個性あふれるまちづくりを総

合的に支援し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、地域住民

の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目的としている。

交付期間は、交付対象事業が実施される年度から概ね３年から５年である。

本事業は、国土交通省都市局所管で補助額は３１,１９７,８４０円、補助率

は１０分の４となっている。内訳は以下のとおり。 

事 業 名 補助額（国費）円 

つがの里体験交流館建設実施設計業務委託 1,554,000 

つがの里体験交流館建設工事（建築工事） 29,643,840 

計 31,197,840 

（７）コスト縮減に対する工夫及びＶＥの検討について 

ア．コスト縮減について 

「砕石地業では、再生砕石を利用した。また、倉庫室において天井

を設置しないよう工夫し、材料費及び施工手間など約４０万円の縮減

が計られた。外観は、山小屋風をイメージして、当初は、屋根は瓦葺、

外壁は杉板張りを想定していたが、予算の縮減を工夫し、屋根を段葺

鋼板、外壁を木目板風サイディングとしコストを縮減した。」との報

告を受けた。 

イ．ＶＥの検討 

特に実施していないが、設計段階でいくつかのプランの提案があっ

たが、それぞれの長所・欠点を比較し本案に決定したとの説明を受け

た。 

（８）ライフサイクルコストについて 

ライフサイクルコストについては検討していないが、施設の定期点検を実

施（設備１年以内、建築物３年以内）することで、維持管理のコスト効果が

出るよう配慮しているとの報告を受けた。 
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２．設 計  

（１）設計全般 

ア．設計における基本的な考え方、建築計画上配慮した点について 

シンプルな形状とし、工事箇所、施工条件等の見直しを行い、工事

費の縮減を図った。機器配置等について維持管理を想定し設置後の維

持管理費の低減を考慮した。 

基本的には、山小屋風切妻屋根のイメージで進めたが、予算の関係

で外壁は杉板張りをサイディング張りに変更した。また、プランは８

角形なども考えたが、結果、今回のような案となったとの説明を受け

た。 

イ．諸室の使用用途について 

諸室の利用は次のように設定し設計を行った。   

各所室名 使用用途 有効活用の方策、目的など 

作業室 
作業や実習を伴う教室の

場として使用する。 

隣に陶芸窯が設置してあるため、

主に陶芸サークルや陶芸教室で使

用する。 

多目的室 

利用者がニーズに合わせ

た使い方ができるスペー

スとして使用する。 

子ども育成団体の自然体験や里山

活動の拠点とするほか、団体の会

議・打合せ、手芸教室や墓園の墓

参り等での休憩場としても多様に

使用する。 

倉庫 物品庫として使用する。 

公園施設で使用する物品の保管

と、園内のふるさとセンターが指

定避難場所になっているため防災

用品庫として使用する。 

手洗い 
手洗い、飲料に使用す

る。 

特に陶芸で土の付いた手を洗うの

で、トラップ付の流し台とした。 

屋外水栓は、陶芸用の粘土を捏ね

るのに使用する。 

ウッドデッキ 

（北側） 

公園、墓地の利用者が休

憩場として使用する。 

公園、墓地の利用者が休憩場とし

て使用するほか、演奏会等の小ス

テージとしても使用する。 

ウッドデッキ 

（南側） 

体験交流館へのアプロー

チ 

体験交流館の表玄関であるため、

利用者が出入りし易いスペースを

確保した。 

ウ．外構計画の概要及び考え方について 

外構計画については、別途公園整備の中で対応している。基本的な

考え方としては、外部からの動線と内部による安心安全な利用動線を
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確保するとともに周辺景観に配慮し計画した。また、事業の推進にあ

たっては、都賀聖地公園内整備との計画調整・年度調整・工程調整を

綿密に行い事業全体のバランスを考慮した。 

エ．関係法令の手続き状況について 

申 請 ・ 届 出 申請・届出年月日 承認年月日 承認番号 

建築基準法第 18 条第 2

項の規定による計画通

知書 

平成 26 年 3 月 20 日 
確認済証 

平成 26 年 4 月 1 日 

第 H26 計認建築

栃市建指 001 号 

建築基準法第 18 条第

16 項の規定による検査

済証 

 平成 27 年 3 月 5 日 
第 H26 計済建築

栃市建指 0007 号 

浄化槽仕様書（環境保

全に関する誓約）浄化

槽（第 5条）法定検査 

平成 26 年 3 月 20 日 平成 26 年 3 月 20 日 

支部番号 

25 年度 195 番 

建 築 指 導 課

00018 

浄化槽使用開始報告書 平成 27 年 7 月 30 日 平成 27 年 8 月 4 日 
支部番号 

25 年度 195 番 

省エネルギー届出 

（第二種特定建築物） 
平成 26 年 4 月 3 日 平成 26 年 4 月 3 日 

建 築 指 導 課

00001 

栃木県ひとにやさしい

まちづくり条例認定書

交付請求書（建築物） 

平成 27 年 10 月 6 日   

オ．設計に際し適用した法令、設計基準書等について 

（ア）適用した法令 

建築基準法、消防法、浄化槽法、エネルギーの使用に関する法律 

（イ）設計基準書等 

基準書名 監修者（発行年） 

建築工事共通仕様書 国土交通省大臣官房庁営繕部建築課（平成 25 年版） 

建築工事標準詳細図 国土交通省大臣官房庁営繕部建築課（平成 22 年版） 

敷地調査共通仕様書 国土交通省大臣官房庁営繕部建築課（平成 22 年版） 

主要用途：研修所の基準及び消防法施行令防火対象物用途区分

(15)項-研修所（消火器、自火報）を適用 

カ．発注時期、工期設定について 

発注時期は、年度初めに課内で打合せを行い夏頃に時期を決定した。

工期設定については、他の公園整備工事も考慮し、夏頃から年明けの

２月頃までの６ヶ月間を設定した。 

キ．設計変更の主なものについて 

・直接仮設（内部仕上足場）では、施工業者から協議があり、簡易型
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足場では、天井野縁工事及び塗装工事の施工が困難であるため、棚

足場として手すり先行方式に変更した。 

・木工事では、施工業者から協議があり、手摺ブラケット取付け下地

を設置するため、スロープ手摺下地付柱（Ｈ９００×１０５×１０

５施工手間）からスロープ手摺下地（杉上小１２０×３０施工手間）

に変更した。 

・屋根及びとい工事では、施工業者から協議があり、雨や雪が降った

時、植込みに雨が直接あたり削られてしまうため、軒樋を１４.２

ｍ、竪桶を１２.４ｍ延長し、それに伴う付属品を追加した。また、

下屋軒樋を２０.４ｍ延長し、それに伴う付属品を追加した。 

・金属工事では、施工業者から協議があり、開口部サッシに鉄骨枠用

があり、取付け強度を保つため、サッシュ溶接用ＦＢ(６×５０.３

×５０取付けさび止め共)を５１ｍ延長し、それに伴う付属品を追

加した。 

（２）建 築 

ア．本施設についての設計の考え方及び建築デザイン上配慮した事項

について 

「山小屋をイメージしつつ、シンプルな形状を重視した。外部から

の動線と内部による安心かつ安全な利用動線の構築及び周辺景観に配

慮した。また、コストダウンにも配慮した。」との説明を受けた。 

イ．地盤調査及び基礎の計画について 

「地盤調査の結果、礫混合土及び有機質粘土なので、根切りすきと

り、床付け後、砕石を入れ充分に転圧した。べた基礎として計画し

た。」との説明を受けた。地質調査の位置等を確認したところ、「四阿

建築予定地においてスウェーデン式サウンディングにより１箇所調査

し、調査の結果、設計長期支持力５０kN／㎡、深さＧＬ－０.５ｍが

支持層で礫混じりローム層である。」との説明を受けた。 

後日の追加資料によると「当該建築物付近でのボーリング調査やサ

ウンディング調査の地盤調査では、先行の造成工事で地盤（岩盤）を

確認したので当該地での調査は必要ないと判断した。基礎の設計にあ

たっては、下記に示す数値を参考にした。 

① スウェーデン式サウンディング試験データによると、０.２５ ～ 

０.７５ｍでの支持力が３２,４３９.６KN/㎡、礫混じりローム層と

なっている。 

② ボーリングデータの地層想定断面図と比較し、当該建築位置（標高

８４.２ｍ）では、盛土層（Ｎ＝６）、ローム層（Ｎ＝１０）、風化

岩（Ｎ＝１０～５０）となっている。 

このデータと比較して、施工時の基礎床付け面（支持地盤）の土質
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を確認し、十分な地盤支持力があると判断した。」としている。 

ウ．木構造の架構の考え方について 

「木構造は、室内の調湿や断熱効果など木の性質が日本の気候・風

土に適している。木造平屋建てとし、高精密、高耐久性の向上に考慮

した。木材は集成材を使用し、木材の欠損部を極力減らし、継手・仕

上げ部分を金具で接合、緊結することで高い精度を持つ在来軸組工法

（在来軸組接合金物緊結工法）とした。（建築基準法施行令第４６条

第４項、建設省告示第１３５２号による。）」との説明を受けた。 

エ．採光、換気、断熱計画等に関する配慮について 

採光及び換気が十分にいきとどくようにトップライトを計画した。

屋根、外壁等の省エネ措置として、断熱材を採用した。窓は、南西面

に位置し、上部トップライトによる採光及び換気を配慮した。 

断熱に対しては、外壁は内断熱とした。通気の配慮としては、サイ

ディングに通気層を設け、天井裏の通気をかねて軒裏有効板により排

気できるようにした。建具にはペアガラス（掃出しＦＬ５＋Ａ６＋Ｆ

Ｌ５、窓ＦＬ３＋Ａ６＋ＦＬ３）を使用した。断熱材は壁・天井に住

宅用グラスウールｔ＝１００を、土間にスタイロフォームｔ＝３０を

使用した。 

オ．仕上げ材料について配慮した点について 

・トイレ壁仕上りを消臭効果の高い大谷塗りとした。大谷塗りとは、

天然大谷石の粉末を骨材とし、特殊な混和材とブレンドすることに

より、大谷石を塗壁として使用できるようにした、プレミックスタ

イプの塗壁材である。大谷石の独特の風合や、大谷石に含まれるゼ

オライトによる、調湿、消臭効果を活用できる。この大谷塗り材は、

とちの環エコ製品として認定を受けている。 

・大谷石張りはアルミレール工法とし、衝撃に安全で優しく美しい外

観になるよう配慮した。 

カ．居室のシックハウス対策について 

仕上げ材は環境負荷の少ないＦ☆☆☆☆材を採用した。また、大谷

塗り壁は、ホルムアルデヒド除去能力がある。 

キ．省資源、省エネルギー、資材のリサイクル等環境に配慮した事項

について 

省エネルギー措置として、屋根、壁、空調設備、機械換気設備、照

明設備（ＬＥＤを採用）、給湯設備（電気温水器）などに配慮した。 

ク．景観上、特に配慮した点について 

周辺の景観に合わせ山小屋をイメージして、屋根は、グリーン色、

外壁は、木目調（ブラウン）を選定し、色彩に配慮した。 

栃木市景観条例は、平成２７年４月１日から施行され、栃木市全域
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が景観計画区域となっている。今回は法施行前だったので対象外であ

る。 

（３）電気設備 

ア．電気設備の省エネルギー、効率向上などの設計上の配慮について 

ＬＥＤ電球採用により消費電力が少なく寿命が長く、紫外線を出さ

ないため虫が寄り付きにくい。 

イ．電気設備の維持管理、保守点検などが容易にできる配慮について 

ＬＥＤ使用によりメンテナンスの手間がかからないよう計画した。 

ウ．災害時の電源確保方策について 

特にしていない。 

（４）給排水設備及び機械設備 

ア．給水設備について工夫した点について 

外水栓として、冬季に凍って破裂しないよう不凍水栓を選定した。 

イ．浄化槽の人槽算定、処理方式及び維持管理の状況について 

① 人槽算定 

合併浄化槽（維持管理は既設同様） 

              建築基準法施行令第２８条から第３５条 

建設省告示第３１８４号 

              類似用途１－イ集会場ｎ＝０.０８Ａ算定 

              ３４５.６７㎡×０.０８＝２７.６５→２８人 

       墓参り人数算定 

              ３３０基×２＝６６０人 

６６０人×１／５５(利用率)≒１２人 

              ※２８人＋１２人＝４０人→最大４０人槽とした。 

② 維持管理の状況について 

年１回、浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者に業務委託をし

ている。 

ウ．換気、給湯及び空調設備の概要について 

① 換気設備 

第１種換気（ロスナイ）、トイレ：第３種換気とした。 

② 給湯設備 

作業室流し場のみ、電気温水器を設置した。 

③ 空調設備 

パッケージ型エアコン２台を設置した。 

エ．保守点検などが容易にできる配慮について 

作業室流し台に陶器製作等の片付け時に排水が詰まらないようプラ

スタートラップを設置した。 
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オ．災害時の飲料水の確保方策について 

検討していない。 

 

３．積 算 

（１）積算基準、積算資料等の整備状況及び運用について 

下記の最新版を使用している旨の説明を受けた。 

・積算及び積載資料 

・月間建設物価(一般財団法人建設物価調査会) 

・月間積算資料(一般財団法人経済調査会) 

・建築施工単価（一般財団法人経済調査会） 

（２）積算に使用した労務単価、機械損料、材料単価等について 

下記の単価を使用している。 

・ＲＩＢＣ(一般財団法人建築コスト管理システム研究所)による県単価

を採用 

・建設物価、積算資料による単価 

・業者、メーカー見積書 

（３）見積比較検討書について 

材料単価の見積業者を３者以上取得し、数量、乗率、単価、金額をエクセ

ルで表にまとめ、この見積比較検討書を代価表として積算に活用した。 

（４）材料単価で基準や物価版にないものの扱いについて 

不均衡が生じないよう、同じ材料を製造している３者以上の見積りを取得

している。 

（５）工事数量の算出及び工事費の積算について発注者としてのチェック方法に

ついて 

設計業務委託で成果品として納品となった設計書及びＲＩＢＣで積算した

ものについて、担当者と上司がダブルチェックしている。 

（６）共通仮設費の中に積上げ計上しているものについて 

積上げ計上として、仮囲いバリケードを計上している。 

（７）積算段階における、公共工事でのグリーン調達、再生材の利用について 

・地業における再生砕石を採用した。 

・グリーン調達については、認定品が多数あるので、十分調査し整理してお

くように指導した。 

・仕上げ材は環境負荷の少ないＦ☆☆☆☆材を採用した。 

・ＬＥＤランプを採用した。 

（８）諸経費算出根拠（共通仮設費・現場管理費・一般管理費等）について 

下記のとおりそれぞれＲＩＢＣで算出している。 

共通仮設費＝直接工事費×共通仮設費率×補正係数×補正係数 

現場管理費＝純工事費×現場管理費率×補正係数 
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一般管理費＝工事原価×一般管理費等率×前払金支出割合補正係数 

 

４．入札・契約 

（１）入札・契約に関する市の基準、マニュアル等及び電子入札システムの導入

状況について 

工事に関連する入札・契約に係る例規等としては、以下とおり。 

ア．栃木市財務規則 

契約全般に係る、一般競争入札参加者の資格、入札の公告、入札保

証金、予定価格の作成、最低制限価格及び調査基準価格の設定、入札

手続、入札の無効、入札執行の延期等、落札の通知などを定めている。 

イ．栃木市建設工事等執行規則 

建設工事及び工事に関連する設計、調査、測量等の業務委託の入札

における参加資格、手続き、入札の取りやめ及び無効、落札者の決定、

契約書の提出、前払い金等について定めている。 

ウ．栃木市建設工事等請負者選考委員会規程 

建設工事、設計、調査、測量業務及び工事関係資材購入の入札参加

者、或いは契約の相手方を公平に選定し、工事等を適正かつ円滑な執

行を図るため、委員会を設置することとしている。審議事項として次

のことが規定されている。 

① 建設工事等入札参加資格者名簿に登録する業者の資格審査に関

すること。 

② 予定価格が１,０００万円以上の建設工事等の契約方法に関する

こと。 

③ 一般競争入札に係る入札参加資格要件等に関すること。 

④ 予定価格が１,０００万円以上の建設工事等の業者選考に関する

こと。 

⑤ その他市長が特に必要と認めた事項 

なお、委員会は、副市長及び部長１５名により構成している。 

エ．栃木市建設工事等請負業者選定要綱 

市が発注する建設工事、及び建設工事に関連する設計、調査、測量

等の入札に参加しようとする業者の資格を審査し、一般競争入札、指

名競争入札及び随意契約をする場合の業者選定に関する、資格審査の

要件、格付けの基準、発注の基準、入札参加資格要件の格付の設定、

指名業者の選定の手順、選定の留意事項などを定めている。 

オ．栃木市建設工事等請負業者選定要綱運用基準 

業者選定における、経営審査結果に基づく客観点及び市が独自に加

点する主観点を合わせた総合点数により格付けをする対象工事種別と

等級区分の基準、格付け毎に設定する発注の基準価格、一般競争入札
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の参加資格要件の設定における地域要件の運用を定めている。 

地域要件の運用については、原則市内業者のみを参加させる地域要

件を設定することとし、規定数の業者が確保できないときは、等級区

分上位の者を加える。それでも足りないときは準市内業者、県内業者

と地域要件を拡大するとしている。 

カ．栃木市事後審査型条件付き一般競争入札実施規程 

事後審査型条件付き一般競争入札の対象は、原則として、予定価格

２,０００万円以上の建設工事を対象としている。２,０００万円未満

の建設工事及び建設工事関連業務委託は、指名競争入札の方法によっ

ている。 

事後審査型条件付き一般競争入札は、入札による落札候補者のみを

入札参加資格要件を満たしているかを事後的に審査するため、事務の

簡素化を図ることができる方式である。 

一般競争入札についての入札の公告、入札参加資格要件、開札、資

格要件審査書類の提出、審査及び決定などについて定めている。 

電子入札の導入状況については、本市においては平成２５年度より

電子入札システムによる入札を行っている。本市のシステムについて

は基本ソフトが（一財）日本建設情報総合センターのコアシステムを

利用したものとなっている。具体的には、日立システムのものを採用

している。 

電子入札の対象としては、建設工事及び建設工事関連の業務委託を

対象としており、平成２５年度及び平成２６年度においては予定価格

５００万円以上の案件を対象として実施した。平成２７年度からは、

建設工事については１３０万円以上を、建設工事関連の業務委託につ

いては５０万円以上を対象として、電子入札による入札を実施してい

る。 

（２）設計者、工事監理者の委託方式、参加業者数、委託先、契約額について 

 委託方式 参加業者数 委託先 契約額 

設計者 指名競争入札 ６者 （株）アルマット 3,885,000 円 

工事監理者 市直営    

（３）入札方式及び入札参加申込をした業者数について 

以下のとおり。 

工 事 名 入 札 方 式 業者数 

つがの里体験交流館建築工事 事後審査型条件付き一般競争入札 7 者 

つがの里体験交流館電気設備工事 指名競争入札 6 者 

つがの里体験交流館機械設備工事 事後審査型条件付き一般競争入札 7 者 

（４）積算金額、予定金額、契約金額、落札率について 

以下のとおり。     
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  積算金額(税込) 予定金額(税込) 契約金額(税込) 落札率 

建築工事 73,170,000 円 73,170,000 円 70,200,000 円 95.94％ 

電気設備工事 18,716,400 円 18,716,400 円 17,776,800 円 94.98％ 

機械設備工事 21,621,600 円 21,621,600 円 20,574,000 円 95.15％ 

計 113,508,000 円 113,508,000 円 108,550,800 円  

（５）設計変更の内容及び変更額について 

項目 当初 変更後 増減額 

直接仮設 

内部仕上げ足場 

（簡易型移動式足場） 

1,659,709 円 

棚足場 

（手すり先行方式） 

2,188,909 円 

 

 

529,200 円 

木工事 

（施工費） 

スロープ手摺下地付柱 

（H900×105×105 施工手

間） 

 

6,613,434 円 

スロープ手摺下地 

（杉上小 120×30 施工手

間・50.4m） 

※柱 8箇所を減 

7,010,239 円 

 

 

 

 

396,805 円 

屋根及びとい

工事 

 

 

 

 

5,487,436 円 

・軒樋及び堅桶を延長し

付属品を追加。 

・下屋軒樋を延長し付属

品を追加。 

6,460,616 円 

 

 

 

 

973,180 円 

左官工事 

布基礎天端コンクリート

直均し仕上げ 

292,845 円 

布基礎天端モルタル金コ

テ仕上げ 

678,033 円 

 

 

385,188 円 

（６）総合評価方式による業者選定について 

栃木市建設工事総合評価落札方式試行要領（平成２２年３月２９日訓令第

６４号）を定めているが、必要に応じ実施することとしている。 

（７）低入札価格の対応及び処置について 

・栃木市低入札価格調査制度事務処理要綱を定めている。 

予定価格３,０００万円以上の建設工事を対象としている。 

・栃木市最低制限価格制度事務処理要綱を定めている。 

予定価格３,０００万円未満の建設工事を対象としている。 

・制度については、その運用について具体的に規定している。 

（８）契約に関する必要書類について 

設計・監理とも適正に完備されていることを確認した。 

（９）本工事におけるＣＯＲＩＮＳ登録について 

５００万円以上の工事については、共通仕様書で登録を義務づけしている。 

本工事も対象となっている。ＣＯＲＩＮＳ登録を確認した。 
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（10）本工事の前払い・部分払いの実施状況の契約及び実施した経過について 

ア．前払金 

前払金の金額は、請負金額の１０分の４以内となっており、栃木市

建設工事請負契約書第３５条２に基づき、請求を受けた日から１４日

以内に前払金を支払っている。 

請求日 平成２６年８月４日  

工事（当初）請負金額 ７０,２００,０００円 

前払金額 ２８,０００,０００円 

支払日 平成２６年８月１５日 

イ．部分払い 

部分払いは選択していない。 

 

５．工事監理 

（１）工事監理上の重点事項について 

・本施工地は、山地形であり地盤は軟岩であるので、基礎の掘削深さの確認

に注意し重点事項とした。また、木造の建物であり接合部の金物の適格使

用、締付の確認を重点事項とした。 

・特記仕様書記載と異なる工事監理事項はない。 

（２）使用材料の品質・規格について 

ア．品質・規格 

特記仕様書により、コンクリート、鉄筋、木材等の品質及び規格を

定めている。また、現場において請負業者に指示し、その内容は工事

打合簿に記録した。 

イ．使用材料の変更 

次のとおり使用材料の変更があった。 

・コンクリート配合でスランプ２１－１５－２５Ｎから２１－１８－

２５Ｎに変更。（指示記録：工事打合簿平成２６年８月１２日） 

・トイレ廻りの断熱材の密度１６kg/㎡を１０kg/㎡に変更。 

（指示記録：工事打合簿平成２６年８月２７日） 

・作業室流し台の材料をアクリル系人工大理石からシンクステンレス

製に変更。（指示記録：工事打合簿平成２６年９月１１日） 

・掲示板３箇所を、掲示板１箇所とホワイトボード２箇所に変更。 

（指示記録：工事打合簿平成２６年９月１１日） 

・石・タイル工事の磁器タイル１５０角から磁器タイル１００角に変

更。（指示記録：工事打合簿平成２６年１０月２１日） 

・木工事において、一部の小屋火打梁を鋼製から木製に変更。 

（指示記録：工事打合簿平成２６年１０月２２日） 

・内装工事において、多目的室床フローリング貼りをビニール床シー
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ト貼りに変更。 

（指示記録：工事打合簿平成２６年１１月７日） 

以上の使用材料の変更について、指示の記録は工事打合簿に記録して

いる。打合せ簿を確認した。 

（３）工程管理について 

他の工事業者との毎月１回の定例会議及び安全協議会を開催することによ

り、毎月の工程進捗状況、出来高等の報告を受け、工程管理及び工事進捗管

理等に努めた。 

（４）各工種の試験・検査について 

下記の点について、試験・検査一覧表提示のうえ、説明を受けた。 

ア．試験・検査が計画どおりに実施されているかのチェック方法 

請負業者から、事前に立会検査予定日の提出を受け、現場立会いに

より試験・検査を行った。また、検査報告書により、その内容を確認

した。不合格があった場合の措置としては、修正及び手直しを施工業

者に指示し、指示した内容や改善した事項を書類（工事打合せ簿作成）

にて双方で保管している。 

イ．試験及び検査の実施要領書の作成の有無 

試験及び検査は、それぞれ施工計画書及び施工要領書を作成してい

る。 

ウ．試験・検査の結果照合のためのチェックリスト等の有無 

チェックリスト等はない。 

（５）施工計画書の主要な記載事項について 

・コンクリートにおける記載事項は、コンクリートの種別、セメントの種類、

砕石及び砂利の種類、混和材料等であり、これらを配合計画書に記載され

ていることを確認した。 

・木工事においての記載事項は、木材の品質・樹種、集成材等があり、主要

資材使用通知書に記載されていることを確認した。指示、指導、承認は、

施工管理報告書及使用材料数量調書の提出を受け、その内容を確認し承認

した。 

（６）火災保険及び建設工事保険について 

請負業者から契約書記載のとおり、労働保険と建設工事保険の加入契約書

（写し）の提出を受け、その内容を確認した。実際の書類の確認を行った。 

（７）工事関係者（市、設計者、各工事施工者）間の調整について 

工事関係者において、毎月１回の安全協議会及び定例会議を開催し調整を

行った。また、必要に応じ工事監督員と請負業者の協議を不定期に行い、細

部の調整を行った。業務分担は、定例会議においての司会進行を現場代理人

が行い、各工事業者が順番に各月の工程の説明及び調整を行った。協議記録

は、請負業者が工事打合簿を作成し双方で保管してある。書類を確認した。 
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６．施 工 

（１）施工体制全般について 

ア．工事全体（建設）の施工体系図とその掲示状況 

工事監理者から請負業者に施工体系図を作成するよう指示した。提

出された施工体系図を工事監理者が確認し承認後、工事期間中に施工

体系図を現場内看板に掲示した。 

イ．施工体制台帳・下請通知書等 

工事監理者から請負業者に施工体制台帳及び下請通知書を作成する

よう指示し、請負業者から提出があった。書類を確認した。 

工種 下請業者 工種 下請業者 

鉄筋工事 関口鉄筋工業 左官工事 スギモト工業 

型枠工事 ㈲宇佐美工務店 
シャッター工

事 
㈱熊倉シャッター産業 

金物工事 ㈱佐山 屋根工事 銅市金属工業㈱ 

サッシュ工事 ㈱伊沢ガラス 外壁工事 ㈱山井アーバンテクノス 

パーテーショ

ン工事 
渡辺産業㈱ 塗装工事 ㈲荒木美装 

足場工事 
㈱うつのみやの

足場や 
内装工事 ㈱山井アーバンテクノス 

木工事 アーリス 石工事 ㈱アクタス 

ウ．配置した法定技術者の資格者証 

監理技術者及び主任技術者の資格証を確認した。 

作業主任者及び電気保安技術者等は、協力業者ごとに施工体制台帳

に記載され、資格者証は、工事部分下請通知書の添付資料として、写

しを添付している。協力業者ごとに適正に配置されている。 

エ．型枠、鉄筋、防水等の技能士の資格証 

技能士は、鉄筋（一級鉄筋施工技能士）、板金（一級建築板金技能

士）、型枠（一級型枠施工技能士）、サッシュ（一級サッシュ施工技能

士）、木工事（一級技能士）、塗装工事（一級塗装技能士）、石タイル

工事（一級技能士）である。 

氏名は、各協力業者の施工体制台帳に記載されている。下請通知書

の添付書類として、資格証の写しの提出を受けており、書類を確認し

た。 

（２）安全管理について 

ア．安全関係の主な申請・届出状況 

以下の事項について確認した。 

（ア）特定元方事業者の事業開始届、適用事業報告、時間外労働休日

労働に関する協定届、建設物・機械等設置届及びクレーン・移動
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式クレーン設置報告書 

提出していない。 

（イ）建設業許可証等の掲示等 

建設業許可証を工事看板に掲示し、工事写真に記録してある。

写真で確認した。 

イ．安全管理組織表 

総合施工計画書に安全衛生協議会組織表が記載されている。総括安

全衛生責任者兼安全委員長は、現場代理人がなり、元方安全衛生委員

は、建設工事請負業者がなっている。また、協力業者を安全衛生委員

として、各業種の協力業者から１名安全衛生委員を選任している。書

類を確認した。 

ウ．安全衛生に関する関係者協議状況 

請負業者による安全協議会及び定例会議を月１回開催するよう計画

した。 

協議体制は、統括安全衛生責任者兼安全委員長を建設工事の現場代

理人が、元請け安全衛生委員を建設工事社員が行い、協力業者安全委

員に各協力業者社員を選任した。安全協議会及び定例会議の実施議事

録は、災害防止協議会により行った。書類により、議事録及び出席者

名簿を確認した。 

エ．緊急時の安全管理や連絡体制 

総合施工計画書内に緊急時連絡体制表がある。書類を確認した。 

オ．工事現場での現在の作業員人数及び健康管理体制 

工事現場の実働人員は、日によって違いがあるが、前日の打合せに

より人数を把握した。最大で１８名であった。関連工事の同時進行調

整については、その前日の工程会議において作業内容、箇所、工事の

重なり等を協議調整した。 

作業員の健康については、現場代理人が協力業者に対して、毎日の

朝礼時にラジオ体操を行い、作業員の顔色、体の動き等により確認し、

作業したことを把握した。 

カ．災害発生状況 

災害発生はなかった。 

キ．防火体制 

・木工事では木材の残り、搬入材料があった。塗装工事では、塗料シ

ンナー等があった。 

・木材の残材は、仮置き場に集積しシートにて養生をした。使用前の

木材及び内装材は建物内に、羽柄材は敷地内に仮置きしシートにて

養生を行った。塗料材は、シンナー等可燃物を毎日施工業者が持ち

帰り、水性材は現場内の屋根の下に集積しシートにて養生した。そ
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の他、出入口カーテンゲートに取付け施錠し、消火器の設置は、作

業現場へ２本設置した。 

ク．関係者の教育や指導、保有資格確認等 

・新規入場者に対しては、現場事務所において現場代理人（主任技術

者）から、新規入場者テキストにより工事概要、毎日の安全施工サ

イクル、作業所のルール、現場内容の説明を行うとともに、個人調

査表に記入してもらい確認した。書類を確認した。 

・教育記録は、新規入場者教育実施記録簿に記載されている。書類を

確認した。 

・資格証の有効期限切れはなかった。当日不携帯者については、施工

台帳の写しを確認し、当日の作業を禁止し、後日、携帯しているこ

とを確認後、作業をするよう指導した。 

ケ．工事現場の点検・巡回状況 

（ア）工事現場の巡回 

現場代理人又は監理技術者が毎日不定時に現場巡回を行っている。 

（イ）巡回記録や「安全衛生・品質・環境点検誌」 

現場にて、安全工事日誌等を確認した。 

（３）現場管理書類の整備状況の確認について 

ア．工事記録 

日報、月報、工事打合せ簿等の工事記録を確認した。 

イ．工事記録写真 

工事記録写真を確認した。 

（４）現場での調査事項 

今般の技術調査では、既に建物が完成し使用している中で、事業者から現

場での状況について以下のとおり報告を受けた。 

ア．仮設工事及び指定工法に基づいて適正に施工されているか 

仮設工事においては、請負業者から提出された仮設計画図を承認し、

現地において立会確認を行い、計画書と相違ないか、また指定工法に

基づいて適正に施工されていることを確認したとの報告を受けた。 

イ．工事材料の形状、寸法規格は設計図書に適合しているか 

請負者より提出された、材料の承認願い、材料見本、仕様書等によ

り製作業者等を確認するとともに、材料の受入検査を行い粗悪品の混

入を阻止し、併せて材料の形状及び寸法を確認し、各材料とも設計図

書のとおり適合していたとの報告を受けた。 

ウ．構造物・設備等の出来形は設計図と相違していないか 

構造物・設備等の出来形は、請負業者の社内検査、工事監理者検査、

建築指導課、契約検査課の検査を受けて合格しており、出来形と相違

していない。 
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エ．施工状態の不良及び粗雑なものはないか 

施工状態の不良及び粗雑な箇所はないとの報告を受けたが、以下に

ついて指導した。 

・検査会場になった作業室の床の中央付近に大きなクラックが入って

いるのでこの補修を行うこと。 

・陶芸窯置場の出入口踏込みに２００ｍｍほどの段差があり危険なの

で段鼻にノンスリップを取付けるなど段差が認識できるような措置

を施すこと。 

オ．残土等の現場発生材処理の適否 

残土処理は工事監理者の指示により、つがの里公園内に適格に処分

した。 

 

７．環境管理 

（１）施工中の周辺環境への配慮等について 

ア．各種環境対策の内容 

本工事区域は、聖地公園の一部で来園者もあり、工事作業者に対し、

作業時間の厳守、騒音等に十分注意を払った。また、資材の包装材、

養生材等によるゴミは飛散防止ネット等を活用し清潔な工事現場を目

指し適正に処分した。現場関係者の排出したゴミは、各自がそれぞれ

持ち帰ることを指導し、衛生監理にも配慮した。 

イ．工事中の騒音、振動などの対策（法規制による届出、測定を含む。） 

本工事区域は、法規制地ではなく届出及び騒音・振動の測定はして

いない。工事中の騒音・振動は、公園内で付近に住居がないため、近

隣への影響は比較的少ないが、掘削機材は低騒音対応機種を使用し極

力騒音や振動がないよう十分に対策を行った。 

（２）廃棄物処理計画について 

ア．廃棄物処理計画の作成、届出 

「請負業者独自に、産業廃棄物処分の年間委託契約をしている為、

自主的に請負業者が処理業者に依頼して処分しており、処分業者から

の記録・報告は、請負業者あてに提出されている。」とのことであっ

たので、請負業者から産廃業者との契約及びマニフェストを提示して

もらい書類を確認した。 

イ．場内における廃棄物保管について 

請負業者が現場内に設置した、木材類・鉄類・その他類に分類され

た保管場所に廃棄物を的確に分別するよう、随時の現場確認時や定例

会議時に教育・指導した。 

ウ．廃棄物運搬業者へ引き渡すまでの仮置き場の設置状況 

現場内に３分別（木材類・鉄類・その他類）仮置き場をベニヤ・カ
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ラーコーンで区分し、風等で飛散しないようネットで防止した。 

（３）本工事の廃棄物処理計画について 

ア．廃棄物処理計画の作成、届出 

現場にて確認した。なお、届出対象の事業者には該当しない。 

イ．廃棄物処理の委託契約を行っている。 

ウ．産業廃棄物の運搬業者と処分業者からの報告・記録（マニフェスト）

を確認した。項目としては、木屑、コンクリートガラ、混合廃棄物、

汚泥等である。 

運搬車両の認可及び運搬車両の写真を確認した。現場代理人が処分

場までのルートを追跡しているとの説明を受け、写真を確認した。 

（４）場内における廃棄物保管について 

ア．廃棄物の保管・分別に関する関係者への教育・指導 

新規入場時に分別及び集積場所の周知、指導を行っている。 

イ．廃棄物運搬業者へ引き渡すまでの仮置き場の設置状況 

廃棄物の保管については、分別仮置き場を設置し、法で規定する表

示を掲げ管理している。 

（５）各室の化学物質測定計画について 

全工事終了後、作業室、多目的室において、開口部を密閉し１箇所測定し

た。測定方法として、パッシブ方式（拡散方式）で、アルデヒド類、ＶＯＣ

を測定した。サンプリング時間は午前８時１０分～午後４時１０分の８時間

とした。 
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Ⅳ．総合評価と推奨・提言事項 

 

１．工事技術調査の総合評価 

本調査は、つがの里体験交流館建設工事（建築工事）について、設計基準、

資料等の整備状況やその運用、設計書、設計見積、工事施工計画及び工種ごと

の工程、各種検査、材料試験等の実施状況等の技術的事項について実施した。 

技術調査の結果は、以下のとおり、全体的には書類及び現場の各調査項目と

も良好であると評価する。 

 

（１）計 画 

・本事業は、花と歴史ロマンの里「つがの里」における体験交流館の建築工

事であり、都賀聖地公園、ふるさとセンターパーク、ファミリーパークの

公園の集合体であり、自然体験や里山活動の拠点や会議・打合せ、墓園の

墓参り等での休憩場として整備するもので、市民の自然に親しむ機会を充

実させようという貴市の前向きな取組を評価する。 

・本事業は、旧都賀町の時代に取り組み、一号都賀町聖地公園として都市計

画施設として位置づけられており、都市計画の事業認可を受け整備してい

るもので適切な取組といえる。 

・本事業は「栃木市総合計画」基本構想を踏まえ、基本計画に「つがの里周

辺整備」として掲げられ、その事業の一環として整備が進められている。

これらの計画に位置付けられていることにより事業採択が優先されている。 

・本事業の管理者は、都賀総合支所都市建設課及びふるさとセンター所長が

「つがの里」園内全体の施設管理を行っており、的確に維持管理がなされ

ている。 

・本事業の国庫補助金については、社会資本整備総合交付金の一つとして地

域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目的に位

置付けられており、国から概ね事業費の１０分の４の割合で交付金を受け

ている。 

・コスト縮減の取組として、本建物は山小屋風をイメージして、当初は、屋

根は瓦葺、外壁は杉板張りを想定していたが、予算の縮減を工夫し、屋根

を段葺鋼板、外壁を木目板風サイディングとしコストを縮減したとしてい

るが、ＶＥ提案の観点からそのように評価していいのかは疑問が残る。 

       （提言事項２参照） 

・ライフサイクルコストは検討していないが、施設の定期点検を実施するこ

とで維持管理のコスト効果がでるよう配慮しているとのことであるが、公

共施設の維持管理や資産活用の観点からさらなる取組が要請される。 

        （提言事項３参照） 
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（２）設 計 

ア．全 般 

・設計における基本的な考え方、建築計画上配慮した事項について、 

「シンプルな形状とし工事費の縮減を図った。機器等について維

持管理の削減を図った。」とのコメントをいただいているが、その

ことも重要であるが、つがの里の立地する体験交流館としてどのよ

うなコンセプトで設計しているのかのコメントをいただきたかった。 

                   （提言事項１参照） 

・外構計画の考え方としては、外部からの動線と内部の利用動線を確

保し周辺景観に配慮し計画したとしているが、具体的にはどうなの

か。外構計画は本工事では対象外となっているが、外部空間と内部

空間の整合性をどのように考えたのかの説明がなかった。 

・関係法令の手続は適切に行っている。 

・関係法令にのっとり事業を実施するとともに、最新の設計基準を使

用している。 

・設計変更については、仮設足場、スロープ手摺、サッシュ取付ＦＢ

についてはそれなりの変更理由は理解できるが、屋根のとい工事に

ついては、あそこまで軒樋を延長すべきだったのか疑問が残る。 

イ．建 築 

・地盤調査及び基礎の計画については、既存のボーリングデータの地

層想定断面図と根伐時の支持地盤の土質が一致することから、スウ

ェーデン式サウンディング調査結果により所定の支持力が得られる

としている。建築物は平屋の木造であり、予備調査により必要な耐

力が出ているとの見解は理解できる。出来れば、建築場所でのボー

リング調査及びスウェーデン式サウンディング調査を実施しておく

べきであった。 

・木構造の架構として、在来軸組接合金物緊結工法を採用している。

材料は米松や赤松の集成材であり、地域材とは言えないものを使用

している。                （提言事項２参照） 

・採光、換気、断熱計画については、トップライトを採用し、断熱計

画としては床壁天井に断熱材を配置し窓のガラスはペアガラスを使

用し、壁には通気層を設けるなど十分な配慮を行っておりきめ細か

い取組を評価する。             （推奨事項１参照） 

・仕上げ材料については、トイレの壁仕上げを消臭効果のある大谷塗

りとし、ウッドデッキの壁面にはとちの環エコ製品である大谷石を

採用し、地域材の活用という意味で評価できる。（推奨事項２参照） 

ウ．電気設備 

・省エネルギー対策として全面的にＬＥＤ照明を採用しランニングコ
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ストの低減を図っており評価できる。 

エ．給排水設備 

・外水栓として不凍水栓を採用することで、冬季に凍って破裂しない

ように配慮しており評価できる。 

（３）積 算 

・積算は、経済的かつ適切に設計がなされていた。 

・適用された積算基準や歩掛・単価等は、適正に運用されていた。 

・工事数量の算出及び工事費の積算にあたっては、担当者と上司により、そ

の妥当性をチェックするシステムを実行していることを評価する。 

（４）入札・契約 

・書類は適正であり、適切に整備されていることを確認した。 

・栃木市における入札契約に関する規則・要綱等は、細かく規定されており、

適切に運用をされていることを評価する。 

・事後審査型条件付き一般競争入札は、入札による落札者のみを入札参加資

格要件を満たしているかを事後的に審査するものであり、事務の簡素化に

貢献している。 

・低入札価格の対応についても、基準類はきめ細かく規定が整備されている。 

・電子入札システムは、平成２７年度からはその対象額を引き下げており１

００％に近い率で実施されている。 

（５）工事監理 

・工事監理においては、基礎の掘削深さの確認と木造の接合部の金物の適格

使用、締め付け確認を重点事項としており、品質の確保に努力しているこ

とを評価する。 

・使用材料の変更にあたっては、指示の記録を工事打合せ簿にきちんと記録

している。 

・工程計画に合わせた立ち会い検査、各種試験結果の確認を行っていた。 

（６）施 工 

・施工体制全般について書類が適切に整備されていた。 

・災害発生はこれまで確認されていない。 

・現場管理書類は適切に整備されていた。 

・防火体制としてシンナー等の可燃物については毎日施工業者が持ち帰り現

場での予期しない火災が発生しないように取組んでいた。 

（７）環境管理 

・場内での分別保管及び建設廃棄物の適正処理への対応が適切になされてい

たが、施工業者任せの状況であった。（提言事項５参照） 
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２．推奨事項 

（１）地元産出材料の活用について 

栃木県産の大谷石張りは、優しく美しい外観でありイベントの舞台にもな

るデッキスペースの壁に地元産材を活用し親しみのもてる空間を創出してい

る。 

また、大谷塗りは、「とちの環エコ製品」として認定を受けており、これ

をトイレの壁に用いることで大谷石の独特の風合や大谷石に含まれるゼオラ

イトによる、調湿、消臭効果を発揮することができる。 

今後とも、このような地元産出材料の活用を図ることを推奨する。 

（２）居室の断熱性能の向上を図る 

本事業である体験交流館の主要スペースである作業室と多目的室は、利用

者が快適に利用できるように断熱性能を向上する設計となっている。外壁は

通気工法による断熱を施し、天井にも断熱材を敷き込み、土間にもスタイロ

フォームを使用している。また、建具にはペアガラスを使用し断熱性能を高

めている。このことで空調効率を高め快適な居住空間を創出しており、これ

らの取組みを推奨する。 

 

３．提言事項 

（１）体験交流館の魅力づくり 

つがの里は東北自動車道と北関東自動車道の結節点に近接し、自然環境に

恵まれた地域に立地している。自然体験や里山活動、地域交流活動の拠点と

しつつ、聖地公園に訪れる墓参者及び公園来園者の休息場所である。また、

つがの里で行われる四季折々のイベントの会場としても利用でき、陶芸や会

議室としても利用できる。 

このような役割をもつ体験交流館の建築計画として何を求めるか。人が集

まり集う空間とはどのようなものでなければならないか。そういった建築計

画の基本目標を設定し設計を進める必要がある。 

本事業の建設の経過を見ると平成２１年に都市決定業務及び基本計画基本

設計作成等業務を設計業者に業務委託した後の３年後の平成２４年に実施設

計業務委託を行っている。この流れを見ると建築の基本計画基本設計を詳細

に検討した流れがないまま実施設計業務を委託している。 

このため、基本的な建築空間をどう計画するかという検証がないまま、設

計業者に作業を求めている。この結果、体験交流館としての魅力づくりをど

うするかという基本的な視点がないまま実施設計となってしまった。 

今後は、基本計画、基本設計により建築の基本方向を固めた後に実施設計

に入るプログラムをしっかりとつくることが重要であり、そのことを提言す

る。 
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（２）ビジョンの具体化、ＶＥ比較について 

コスト縮減の取組みとして、本建物は山小屋風をイメージして、当初想定

した、屋根は瓦葺、外壁は杉板張りの計画を、屋根を段葺鋼板、外壁を木目

板風サイディングとしたことでコストを縮減ができたとしているが、そのこ

とが果たしてＶＥ（バリューエンジニアリング）提案の観点からそのように

評価していいのかは疑問が残る。予算は当初予算に対し設計額は、下回って

おり約３,６００万円が残額となっている。 

設計のビジョンを具体化するに際し、当初の計画に要する費用、建築の質

等を比較し、体験交流館としてどちらがふさわしいのか、コストプランを含

め総合的な観点から検討を進めることを提言する。 

（３）ライフサイクルコストの検討について 

建設時のイニシャルコスト、維持管理時のランニングコスト、更新時の改

修コスト及び廃棄時の解体処分のコストといった建物のライフサイクルコス

トを事前に算出することで、将来に渡る公共建築のコストプランが可能とな

る。 

栃木市においては、「栃木市公営住宅等長寿命化計画」（平成２５年３月）

においてストック重視の方針を掲げ、長寿命化計画や予防保全的管理の重要

性に触れている。また、「栃木市内の公共建築物等における木材の利用促進

に関する方針」（平成２４年１２月２１日）（以下「木材促進計画」という。）

においてもライフサイクルコストについて十分配慮するよう維持管理コスト

の低減を図る観点から述べられている（第４、１）。 

ライフサイクルとしてのトータルコストを算定し、公共施設のトータル管

理を行うよう提言する。また、これを踏まえファシリティマネジメントによ

りファシリティ（経営資源）を経営的視点から総合的・戦略的に企画・管

理・活用する取組をされるよう提言する。 

（４）地域産出木材の活用について 

本事業では、在来軸組接合金物緊結工法を採用している。すなわち木材を

金物で接合する方式である。使用材料は、土台に米松集成材、柱梁に赤松集

成材を用いている。一般的には在来木造工法を用いているし、我が国の伝統

構法である伝統木造を採用する方法もある。ここでなぜ、この工法を選んだ

のか、特にコメントはなかった。前出の「木材促進計画」では、木材は栃木

市内若しくは県内の森林から算出し、かつ産地証明を受けた木材（「地域材」）

の活用に努めることとされている。しかし、米松や赤松の集成材が地域材と

は言えない。この方針は栃木市の農林課が平成２４年に打出したものである

が、同時期に都賀総合支所都市建設課が設計委託を行い、事業を進めている。

同じ庁内でも担当部署間の連携が取れず、このような計画になったことは残

念というほかはない。 

ただし、作業室や多目的室の内部仕上げに杉の無垢材を使用し、デッキ部
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分に見せ柱ではあるが杉磨き丸太を使用しているのは評価できる。 

今後は、縦割り行政を排して庁内一体となって取り組まれることを提言す

る。 

（５）建設廃棄物の適切な処分について 

本事業での建設廃棄物の処分については、具体的に設計書に計上されてい

ないことから、工事監理者である市の担当者は、建設業者任せになっていた。

しかし、新営工事であっても建設廃棄物は発生することから、その適切な処

分が求められる。この処分費については共通仮設費に含んでいると思われる。 

対外的に考えると市の工事から発生する建設廃棄物が適切に処分されてい

ないと社会的な問題となる恐れがあるので、少なくとも市の担当者は、これ

についてしっかりと管理する必要がある。このことを提言する。 

 

おわりに 

栃木市当局及び工事関係者のご協力により、工事技術調査業務を無事終える

ことができました。ここに改めて御礼申し上げます。 

つがの里は、自然環境に恵まれた、花と歴史ロマンの憩いの里です。今後、

この体験交流館が利活用され、つがの里が栃木市民にとって心地よい潤いの里

となるよう祈念いたします。 

 

以 上 

   

 


